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令和４年度補正予算関係提出予定議案の概要 

（令５．２．８） 

（△印は減を示す） 

１ 令和４年度一般会計予算の補正 

歳入歳出補正予算の規模 

補 正 額 △ ５，３８３，１８２千円 

既 定 額 １，０２４，６１４，５３６千円 

累    計 １，０１９，２３１，３５４千円 

＜参考１＞ 

前年度同期予算額 １，０７６，０００，４３２千円 

対  比  △ ５６，７６９，０７８千円 

伸  率 △ ５．３％ 

 

 

＜参考２＞ 

過去の３月補正予算規模 令 ３ ３１１．３億円 

 令 ２ ３２０．３億円 

 令 元 △ １７９．８億円 

 平３０ △ １８８．１億円 

 平２９ △ １１８．３億円 
  

資料５ 
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（単位：千円） 

（ ）内は、既定額→補正後額を表す 

（１）歳入（主なもの） 

県 税  1,500,000 （ 256,400,000 → 257,900,000 ）

 

地方消費税清算金  5,165,000 （ 94,724,000 → 99,889,000 ）

 

地 方 譲 与 税  4,000,000 （ 36,200,000 → 40,200,000 ）

 

地 方 交 付 税  4,435,238 （ 191,100,000 → 195,535,238 ）

 

分担金及び負担金 △ 562,361 （ 5,277,587 → 4,715,226 ）

 

使用料及び手数料 △ 500,759 （ 13,194,757 → 12,693,998 ）

 

国 庫 支 出 金 △ 14,510,016 （ 221,948,486 → 207,438,470 ）

 

寄 附 金  349,880 （ 32,438 → 382,318 ）

 

繰 入 金 △ 7,357,113 （ 43,336,759 → 35,979,646 ）

 

繰 越 金  6,194,123 （ 3,000,000 → 9,194,123 ）

 

諸   収   入 △ 6,434,095 （ 45,306,691 → 38,872,596 ）

 

県       債  2,254,200 （ 111,025,400 → 113,279,600 ）

 

合 計 △ 5,383,182 （ 1,024,614,536 → 1,019,231,354 ）

 

 

（２）歳出（主なもの） 

・国補正予算への対応 895,033 

国補正予算を活用してコロナ対策を実施するほか、幼稚園などにおける通園

管理システムの導入支援や、国が行う道路事業等に対する県負担金の増額など

を実施 

 

・新型コロナウイルス感染症対策関連（R5前倒し分） 1,536,743 

国の交付金を最大限活用できるように、令和５年度に予定していた事業を一

部前倒して計上し、来年度に繰越して実施  
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◎印は補正新規事業を表す 

《総務委員会関係》 21,763,992 

＜部外＞  20,119,862 

◎財政調整基金等への積立金 20,150,654 
今年度の税収増に伴う地方交付税の減額精算や将来の公債費増などに備え、

基金積立てを実施  
 

 

《企画経済委員会関係》 △ 11,020,637 

＜商工労働部＞  △ 10,325,525 

○全国旅行支援事業費 343,744 
（3,028,003→3,371,747） 

観光需要喚起策として、国補助金を活用して実施している全国旅行支援につ

いて、追加分を増額し、来年度に繰越して実施 
 

◎ＰＰＡ等自家消費型太陽光発電設備導入支援事業費補助金 125,000 
県内の事業所に自家消費型太陽光発電設備等を導入する事業者に対する支援

について、今年度の国交付金を活用し、来年度に繰越して実施 
 

◎原油高・物価高騰対策事業者応援補助金 500,000 
小規模事業者が取り組む、原油高・物価高騰対策に向けた事業転換や業態転

換などへの支援について、今年度の国交付金を活用し、来年度に繰越して実施 
 

◎アフターコロナ対応新商品開発支援事業費補助金 105,000 
地場産業を営む中小製造事業者が取り組む新商品開発に必要な設備導入への

支援について、今年度の国交付金を活用し、来年度に繰越して実施 
 

 

《厚生環境委員会関係》 △ 8,178,113 

＜環境生活部＞ △ 1,627,941 

◎太陽光発電設備等設置費事業者補助金 180,000 
県内事業者に対する太陽光発電設備や蓄電池などの導入への支援について、

今年度の国交付金を活用し、来年度に繰越して実施 
 

○子どもの安全対策支援事業費補助金 39,952 
（57,400→97,352） 

国補正予算を活用し、私立幼稚園に対する登園管理システムなどの導入への

支援について、来年度に繰越して実施 
 

 

国補正 

国補正 
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＜健康福祉部＞ △ 6,550,172 

◎出産・子育て応援事業費補助金 160,452 
国補正予算を活用し、妊娠時から子育てまでの一貫した伴走型相談支援や、

出産や子育てに要する10万円相当の支援金給付事業の来年度上半期分について、

繰越して実施  
 

○子どもの安心・安全対策支援事業費補助金 172,000 
（10,000→182,000） 

国補正予算を活用し、私立認可外保育施設や障害児通所支援事業所に対する

登園管理システムや、送迎バスの安全装置などの導入への支援について、来年

度に繰越して実施 
 

 

《農林委員会関係》 △ 7,281,423 

＜農政部＞  △ 3,450,026 

◎農業水利施設省エネ推進事業費補助金（国補正分） 42,000 

国補正予算を活用し、農業水利施設の省エネに取り組む市町村や土地改良区

に対し、電気料金・燃料費の高騰分を支援 

 

 

《土木委員会関係》  1,923,431 

＜県土整備部＞   2,390,365 

◎直轄災害復旧事業負担金（過年災） 3,618,380 
国が行う令和３年度に被災した川島大橋の復旧事業などに対する県負担金 

 

◎直轄道路事業費負担金（国補正） 1,497,000 

◎直轄河川事業費負担金（国補正） 1,178,372 

◎直轄砂防事業費負担金（国補正） 447,271 
国が行う道路事業等に対する県負担金 

 

 

《教育警察委員会関係》 △ 2,590,432 

＜教育委員会＞  △ 1,921,455 

○子供の安全対策強化支援事業費補助金 22,160 
（36,800→58,960） 

国補正予算を活用し、公立の幼稚園に対する登園管理システムなどの導入へ

の支援について、来年度に繰越して実施  

  

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 

国補正 



（１）公債管理特別会計 

償還元金の減等  
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◎感染症流行下における学校教育活動体制整備費 218,250 
国補正予算を活用し、県立高等学校等における感染症対策を実施 

 

（３）繰越明許費補正 １２８件  48,701,034 

○総務委員会 １件  

総合庁舎修繕等工事費  

 

○企画経済委員会 ９件  

飛騨・美濃じまん推進費 ほか   

 

○厚生環境委員会 １３件  

老人福祉施設整備費 ほか   

 

○農林委員会 ３９件  

治山事業費 ほか   

 

○土木委員会 ５７件  

道路新設改良費 ほか   

 

○教育警察委員会  ９件  

校舎等整備費 ほか   

 

２ 令和４年度特別会計予算の補正 
（単位：千円 △印は減を示す） 

△ 1,148,700 

（２）用度事業特別会計 8,435 

県庁舎における役務費の増 
 

（３）中小企業振興資金貸付特別会計 △  318,971 
貸付金の減等 
 

（４）地方独立行政法人資金貸付特別会計 △ 1,974,151 

貸付金等の減等 
 

国補正 
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（５）国民健康保険特別会計 4,201,965 

保険給付費交付金の増等 
 

（６）母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計 △    22,363 

貸付金の減等 
 

（７）就農支援資金貸付特別会計 30,976 
貸付資金の約定償還等の終了に伴う延滞違約金の一般会計への繰出金 
 

（８）流域下水道事業会計 △  702,692 

建設改良費の減等 
 

（９）水道事業会計 △ 1,398,826 

建設改良費の減等  
 

（10）工業用水道事業会計 △  147,278 

建設改良費の減等  
 

（11）徳山ダム上流域公有地化特別会計 △   38,238 

山林取得費の減等 
 

（12）県営住宅特別会計 △  220,828 

住宅修繕費の減等 
 



（別　紙）

（単位　千円）

予算額 うち国庫 部略名

太陽光発電設備等設置費事業者補助金 180,000 180,000 環生

出産・子育て応援事業費補助金 160,452 160,452 健福

孤独・孤立対策官民連携事業費補助金 24,000 0 健福

・ＰＰＡ等自家消費型太陽光発電設備導入支援事業費補助金 125,000 125,000 商工

・目的地充電インフラ設備整備事業費補助金 10,000 0 商工

・原油高・物価高騰対策事業者応援補助金 500,000 455,425 商工

・原油価格・物価高騰対応製品試作開発事業費補助金 23,214 0 商工

・研究開発型企業事業化支援事業費補助金 5,053 0 商工

・中小企業販路開拓等緊急支援事業費補助金 72,000 72,000 商工

・技術シーズ移転・実証支援事業費補助金 34,692 0 商工

・アフターコロナ対応新商品開発支援事業費補助金 105,000 105,000 商工

・ひだ・みの農産物販路拡大事業費補助金 3,100 0 農政

・規格外農産物等活用促進事業費補助金 2,800 0 農政

・農福連携推進活動事業費補助金 16,000 0 農政

・収入保険加入促進事業費補助金 6,500 0 農政

・ぎふ花き活用拡大推進事業費補助金 4,000 0 農政

・ぎふ花と緑の振興促進事業費補助金 18,000 0 農政

・自給飼料生産基盤拡大緊急対策支援事業費補助金 41,000 0 農政

・スマート水産業導入支援事業費補助金 4,000 0 農政

・林業・木材事業者活動強化支援補助金 14,000 0 林政

・脱炭素社会ぎふモデル住宅普及事業費補助金 28,000 0 都建

・地域公共交通事業者ＤＸ推進事業費補助金 87,932 87,932 都建

・地方鉄道経営安定化事業費補助金 72,000 72,000 都建

・

・

３補前倒し予算額　1,536,743千円（うち国庫1,257,809）

・

コロナ予算のうち、国交付金を最大限活用するため、令和

４年度に予算計上し、繰越して令和５年度に執行する事業
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